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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第13期

第３四半期累計期間
第14期

第３四半期累計期間
第13期

会計期間
自平成22年11月１日
至平成23年７月31日

自平成23年11月１日
至平成24年７月31日

自平成22年11月１日
至平成23年10月31日

売上高（千円） 25,780,211 31,270,407 39,507,384

経常利益（千円） 2,492,776 3,017,824 4,225,551

四半期（当期）純利益（千円） 1,462,025 1,771,854 2,485,113

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － －

資本金（千円） 1,584,000 1,584,837 1,584,000

発行済株式総数（株） 16,900,000 16,901,900 16,900,000

純資産額（千円） 17,399,147 19,642,674 18,425,447

総資産額（千円） 32,039,545 34,740,211 31,906,703

１株当たり四半期（当期）純利益金

額（円）
86.51 104.84 147.05

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
86.50 104.78 147.02

１株当たり配当額（円） 12.00 15.00 30.00

自己資本比率（％） 54.2 56.5 57.7

　

回次
第13期

第３四半期会計期間
第14期

第３四半期会計期間

会計期間
自平成23年５月１日
至平成23年７月31日

自平成24年５月１日
至平成24年７月31日

１株当たり四半期純利益金額（円） 28.70 31.78

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

　　　　３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

　　　　４．第14期第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定にあたり、「１株当たり当期純

利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月30日）及び「１株当たり当期純利益に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日）を適用しております。当該会計

方針の適用は遡及適用され、第13期第３四半期累計期間及び第13期事業年度について遡及処理をしておりま

す。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社が営む事業内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

  当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1）業績の状況

　当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、依然として厳しい景気ながら、復興需要等を背景として緩やかに回

復の兆しが表れてまいりました。しかしながら、欧州政府債務危機を巡る不確実性が依然として高いことから世界

景気の減速感が広がっており、またわが国では消費税の増税に向けた動きが進められるなど、先行きには景気が下

振れするリスクが残っております。

　不動産業界におきましては、住宅建設は持ち直しの動きがみられており、住宅ローンが低金利で推移していること

や住宅取得促進に関する各種の政策効果などを背景として、先行きについても底堅く推移することが期待されます

が、景気の先行きには厳しさが残っていることから、激しい競争が続くものと予想されます。

　このような環境の中、当社は、顧客ニーズに即した安心で快適な住宅を、スケールメリットを生かしたリーズナブ

ルな価格で供給することで、引き続き事業の拡大を目指して取り組んでおります。

　戸建事業におきましては、主力の戸建分譲で通期1,800棟の販売を目指し、積極的な用地取得を推進しております。

平成24年２月に福岡支店（福岡市博多区）、平成24年４月に松戸支店（千葉県松戸市）の２支店を新たな地域に開

設して、事業エリアの拡大に取り組んでおります。また、平成24年７月以降着工する物件には、太陽光発電システム

の標準搭載を始めており、顧客ニーズに即した商品力の向上を図っております。請負工事については、モデルハウス

の設置等の受注拡大に向けた取り組みを行っております。

　マンション事業におきましては、新築分譲マンションのモデルルームを開設し、販売活動を進めております。前事

業年度に取得した賃貸用マンションについては、改装工事を完了して供用を開始しております。

　これらの結果、当第３四半期累計期間における業績は、売上高312億70百万円（前年同期比 21.3％増）、営業利益

31億７百万円（同 20.9％増）、経常利益30億17百万円（同 21.1％増）、四半期純利益17億71百万円（同 21.2％

増）となりました。

　

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

　

①　戸建事業

　戸建事業のうち、戸建分譲の販売棟数は1,245棟（前年同期比 21.5％増）となり、その売上高は308億28百万円

（同 20.7％増）となりました。請負工事におきましては、販売棟数は24棟（同 200.0％増）となり、その売上高

は２億59百万円（同 163.4％増）となりました。戸建事業に関するその他の売上高は１億８百万円（同 24.4％

増）となりました。戸建事業全体の売上高は311億97百万円（同 21.2％増）となり、セグメント利益は36億71百

万円（同 22.5％増）となりました。

　

②　その他

　その他の事業セグメントのうち、マンション分譲の販売戸数は４戸（前年同期比 100.0％増）となり、その売上

高は58百万円（同 29.7％増）となりました。その他の事業セグメント全体の売上高は69百万円（同 45.6％増）

となり、セグメント損失は50百万円（同 206.0％増）となりました。
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(2）財政状態の状況

　当第３四半期会計期間末における総資産は347億40百万円（前事業年度末比 8.9％増）となり、前事業年度末に比

べて28億33百万円増加しております。その主な増減の要因は、現金及び預金の減少11億75百万円、分譲用地仕入の強

化に伴うたな卸資産の増加37億95百万円の他、前事業年度に取得した賃貸用マンションの改装並びに注文住宅のモ

デルハウス用地の取得等による有形固定資産の増加１億61百万円等であります。 

　負債合計は150億97百万円（同 12.0％増）となり、前事業年度末に比べて16億16百万円増加しております。その主

な増減の要因は、たな卸資産の増加に伴った仕入債務の増加２億11百万円及び短期借入金の増加21億69百万円の

他、未払法人税等の減少7億30百万円等であります。

　また、純資産は196億42百万円（同 6.6％増）となり、前事業年度末に比べて12億17百万円増加しております。その

主な増減の要因は、当第３四半期累計期間における四半期純利益17億71百万円の獲得や配当金の支払５億57百万円

に伴う利益剰余金の増加12億14百万円等であります。

　この結果、自己資本比率は56.5％となり、前事業年度末に比べて1.2ポイント低下いたしました。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

 

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 67,600,000

計 67,600,000

　

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成24年７月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年９月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式     16,901,900     16,901,900
大阪証券取引所

（市場第一部）
単元株式数　100株

計     16,901,900     16,901,900 － －

　（注）１．「提出日現在発行数」欄には、平成24年９月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使

により発行されたものは含まれておりません。

　　　　２．平成24年９月３日をもって、当社株式は大阪証券取引所市場第一部銘柄に指定されました。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減
額（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

自　平成24年５月１日

至　平成24年７月31日
－ 16,901,900 － 1,584,837 － 1,339,186

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成24年４月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

　 平成24年４月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

 無議決権株式 － － －

 議決権制限株式（自己株式等） － － －

 議決権制限株式（その他） － － －

 完全議決権株式（自己株式等）  普通株式　　　　 　 500 －

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式

 完全議決権株式（その他）  普通株式　　 16,899,900                 168,999 同上

 単元未満株式  普通株式　　　　  1,500 － 同上

 発行済株式総数 　　　　　　  16,901,900 － －

 総株主の議決権 － 　　　　　　　  168,999 －

 

②【自己株式等】

　 平成24年４月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有

株式数（株）

 他人名義所有

 株式数（株）

 所有株式数の

 合計（株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

 ファースト住建株式

 会社

 兵庫県尼崎市東難波町

 ５－６－９
500 － 500 0.00

計 － 500 － 500 0.00

 

２【役員の状況】

  前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

(1）役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

常務取締役 企画営業部長 取締役 企画営業部長 牛島　慎吾 平成24年２月18日

常務取締役 工事部長 取締役 工事部長 堀　巌 平成24年２月18日
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成24年５月１日から平成24年

７月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成23年11月１日から平成24年７月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成23年10月31日)

当第３四半期会計期間
(平成24年７月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 16,360,334 15,185,165

売掛金 74,416 15,303

販売用不動産 5,684,218 6,018,952

仕掛販売用不動産 6,664,416 9,465,974

未成工事支出金 1,206,391 1,865,540

貯蔵品 3,107 2,688

その他 392,203 502,537

流動資産合計 30,385,087 33,056,163

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 387,151 452,770

構築物（純額） 3,553 5,241

機械及び装置（純額） － 617

車両運搬具（純額） 3,106 2,117

工具、器具及び備品（純額） 11,028 10,732

土地 956,713 1,051,128

建設仮勘定 32 764

有形固定資産合計 1,361,586 1,523,373

無形固定資産 13,044 8,875

投資その他の資産 146,986 151,798

固定資産合計 1,521,616 1,684,048

資産合計 31,906,703 34,740,211

負債の部

流動負債

支払手形 2,357,510 2,395,540

工事未払金 2,449,343 2,623,083

短期借入金 6,207,000 8,376,800

1年内返済予定の長期借入金 325,400 532,600

未払法人税等 1,143,913 413,212

賞与引当金 172,190 66,918

役員賞与引当金 21,100 18,100

完成工事補償引当金 22,882 22,481

その他 399,519 539,680

流動負債合計 13,098,859 14,988,415

固定負債

長期借入金 282,500 －

退職給付引当金 84,298 92,191

その他 15,599 16,929

固定負債合計 382,397 109,120

負債合計 13,481,256 15,097,536

EDINET提出書類

ファースト住建株式会社(E04013)

四半期報告書

 8/15



（単位：千円）

前事業年度
(平成23年10月31日)

当第３四半期会計期間
(平成24年７月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,584,000 1,584,837

資本剰余金 1,338,350 1,339,186

利益剰余金 15,476,185 16,690,328

自己株式 △782 △782

株主資本合計 18,397,752 19,613,569

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △50 22

評価・換算差額等合計 △50 22

新株予約権 27,744 29,081

純資産合計 18,425,447 19,642,674

負債純資産合計 31,906,703 34,740,211
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（２）【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成22年11月１日
　至　平成23年７月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成23年11月１日
　至　平成24年７月31日)

売上高 25,780,211 31,270,407

売上原価 21,397,320 26,056,055

売上総利益 4,382,890 5,214,351

販売費及び一般管理費 1,813,163 2,106,506

営業利益 2,569,727 3,107,844

営業外収益

受取利息 671 387

損害賠償金 3,746 1,635

受取保険金 18 2,284

その他 4,116 3,631

営業外収益合計 8,553 7,938

営業外費用

支払利息 81,118 95,045

その他 4,386 2,913

営業外費用合計 85,504 97,958

経常利益 2,492,776 3,017,824

特別利益

新株予約権戻入益 － 2,150

特別利益合計 － 2,150

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 6,665 －

特別損失合計 6,665 －

税引前四半期純利益 2,486,110 3,019,975

法人税等 1,024,085 1,248,121

四半期純利益 1,462,025 1,771,854

EDINET提出書類

ファースト住建株式会社(E04013)

四半期報告書

10/15



【会計方針の変更等】

当第３四半期累計期間
（自  平成23年11月１日
至  平成24年７月31日）

（１株当たり当期純利益に関する会計基準等の適用）

　第１四半期会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月30日）及

び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日）を適用

しております。

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック・オプショ

ンについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正な評価額のうち、

将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。

　なお、これによる影響については、「１株当たり情報に関する注記」に記載しております。

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成23年11月１日
至　平成24年７月31日）

税金費用の計算 　税金費用については、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効

果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて

計算しております。

 

【追加情報】

当第３四半期累計期間
（自  平成23年11月１日
至  平成24年７月31日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

  第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準」（企業会計基準第24号  平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日）を適用しております。

　

【注記事項】

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期間

に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

  
前第３四半期累計期間
（自  平成22年11月１日
至  平成23年７月31日）

当第３四半期累計期間
（自  平成23年11月１日
至  平成24年７月31日）

減価償却費 20,676千円 18,088千円

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　平成22年11月１日　至　平成23年７月31日）

配当に関する事項

配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年12月14日

取締役会 普通株式 168,995 10平成22年10月31日平成23年１月11日利益剰余金

平成23年６月３日

取締役会 普通株式 202,794 12平成23年４月30日平成23年７月21日利益剰余金
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Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　平成23年11月１日　至　平成24年７月31日）

配当に関する事項

配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年12月15日

取締役会 普通株式 304,190 18平成23年10月31日平成24年１月12日利益剰余金

平成24年６月４日

取締役会 普通株式 253,520 15平成24年４月30日平成24年７月19日利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　平成22年11月１日　至　平成23年７月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 
報告セグメント

その他 合計 調整額
四半期
損益計算書
計上額　戸建事業

売上高      

外部顧客への売上高 25,730,86447,42425,778,288 1,922 25,780,211

計 25,730,86447,42425,778,288 1,922 25,780,211

セグメント利益又は損失

（△）
2,996,643△16,468 2,980,174△487,3972,492,776

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり「マンション事業」を含ん

でおります。

　　　２．外部顧客への売上高の調整額1,922千円は、事業セグメントに帰属しない売上高であります。

　　　３．セグメント利益又は損失の調整額△487,397千円は、事業セグメントに帰属しない売上高及び各事業セグ

メントに配分していない全社費用であります。全社費用は、主に事業セグメントに帰属しない販売費

及び一般管理費であります。

　　　４．セグメント利益又は損失は、四半期損益計算書の経常利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　平成23年11月１日　至　平成24年７月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 
報告セグメント

その他 合計 調整額
四半期
損益計算書
計上額　戸建事業

売上高      

外部顧客への売上高 31,197,18769,04431,266,232 4,174 31,270,407

計 31,197,18769,04431,266,232 4,174 31,270,407

セグメント利益又は損失

（△）
3,671,738△50,389 3,621,348△603,5243,017,824

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり「マンション事業」を含ん

でおります。

　　　２．外部顧客への売上高の調整額4,174千円は、事業セグメントに帰属しない売上高であります。

　　　３．セグメント利益又は損失の調整額△603,524千円は、事業セグメントに帰属しない売上高及び各事業セグ

メントに配分していない全社費用であります。全社費用は、主に事業セグメントに帰属しない販売費

及び一般管理費であります。

　　　４．セグメント利益又は損失は、四半期損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期累計期間
（自　平成22年11月１日
至　平成23年７月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成23年11月１日
至　平成24年７月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 86円51銭 104円84銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 1,462,025 1,771,854

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 1,462,025 1,771,854

普通株式の期中平均株式数（株） 16,899,537 16,900,320

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 86円50銭 104円78銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 2,983 9,419

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

－ －

　

（会計方針の変更）

　第１四半期会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月

30日）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年

６月30日）を適用しております。

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック

・オプションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの

公正な評価額のうち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。

　これらの会計基準を適用しなかった場合の前第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

の金額は、86円42銭であります。

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

　 

２【その他】

　平成24年６月４日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額　　　　　　　　　　　　　253,520千円

（ロ）１株当たりの金額　　　　　　　　　　　15円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日　　平成24年７月19日

　（注）平成24年４月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対し、支払いを行いま

した。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年９月13日

ファースト住建株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 柳　　年哉　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松本　　要　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているファースト住建株

式会社の平成23年11月１日から平成24年10月31日までの第14期事業年度の第３四半期会計期間（平成24年５月１日から

平成24年７月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成23年11月１日から平成24年７月31日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半

期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ファースト住建株式会社の平成24年７月31日現在の財政状態及び同日をもって終

了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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